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研究要旨 

 
A．研究目的 

2008 年 4 月から「高齢者の医療の確保に

関する法律」により 40 歳以上 74 歳未満の者 
 

 
 
を対象とした特定健康診査・特定保健指導の

実施が市町村や健康保険組合などの保険者 

定期健康診断(一次健診)で要治療や要再検査の判定を受けた者が二次健康診断を受けなけ

れば，疾患の存否または生活習慣病の危険因子の早期発見につながらず，健診の目的を達成

することが困難となる．要治療・要再検査の判定を受けた後に，治療や再検査を受けない主な理

由として，先行研究では業務多忙による未受診が指摘されている．本研究では，業務多忙の尺

度として労働市場における需給の逼迫度を示す有効求人倍率を利用し，職種別有効求人倍率

が二次健診の未受診に与える影響を分析する．景気拡大局面で人手不足に直面し，業務が多

忙であったと想定される期間(2008年のリーマンショック前)と，景気悪化局面で人余りが生じて業

務に余裕があったと想定される期間(リーマンショック後)を含めて分析を行った．健診に関する情

報は，厚生労働省『中高年者縦断調査』第1回(2005年)～第9回(2013年)の個票データを利用し

た．分析上の留意点として，労働市場における需給の逼迫度は一次健診を受けるか否かの選択

や，健康状態そのものにも影響を与えてしまう可能性が挙げられる．この場合，労働市場におけ

る需給の逼迫度が二次健診の未受診に与える影響についての分析結果に，サンプルセレクショ

ンによるバイアスがかかってしまう．そのため，最初に職種別有効求人倍率が一次健診の受診有

無や，一次健診結果における異常判定の有無に影響を与えていないことを確認した．   
労働市場における需給の逼迫度が二次健診の未受診に与える影響を分析した結果，職種別

の有効求人倍率が高いほど，つまり人手不足感が高まり仕事が忙しくなるほど，要再検査と判定

された後に二次健診を受けない傾向が示された．一方で，職種別の有効求人倍率は要治療と判

定された後の二次健診の受診には有意な影響を与えていなかった．要再検査は要治療とくらべ

ると明確に疾患の存在を示すものではない．要再検査者に緊急性がないと判断されて，仕事が

忙しい時期には二次健診を受診しない選択がなされたのかもしれない． 
研究の次の段階として，第1に，より長期のデータを利用して結果の頑健性を確認する．第2

に，仕事の忙しさにより二次健診が未受診となる者の年齢・性別などの個人属性，就業形態や労

働時間などの雇用状況を明らかにすることで，二次健診の未受診者を減らすためにどのようなア

プローチが可能かを検討する．第3に，仕事の忙しさにより二次健診が未受診となったことが，一

次健診の受診から5年後の慢性疾患や医療費，外来治療や入院治療に与える影響を検証して

いく予定である． 
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に義務付けられた．健診の目的は必ずしも疾

患の存否を確認するものではないが，より健

康な状態への改善，あるいは現段階の維持と

いう観点から，経時的に健康状態を把握し，

それに応じて将来の疾患リスクレベルを階層

化し，レベルに応じた保健指導を行うことによ

り行動変容を促し，リスクの低下を目指すもの

である．これはまさに特定健康診査・特定保

健指導が行っていることである(辻，2017；後
藤他，2020)． 

健診を効果的に実施するためには，定期

健康診断(以下，「一次健診」という)の結果に

応じて健診受診者が行動に移すことが求めら

れる．一次健診で異常所見があった場合，事

業者による二次健康診断(以下，「二次健診」

という)の勧奨が努力義務となっており 1，二次

健診を受診するか否かの判断は従業員に委

ねられている．そのため，保険者の努力により

一次健診の受診率を高めたとしても，一次健

診の結果，要治療や要再検査の判定を受け

た本人が二次健診を受診しなければ，健診の

目的を達成することは難しくなる． 
二次健診の未受診者はどれほど存在する

のだろうか．50～59 歳の全国の男女を対象と

した厚生労働省「中高年者縦断調査」第 1 回

調査(2005 年)によると，過去 1 年間に健診を

受診した者は 72.2％，健診受診者のうち異常

所見のあった者は 45.9％であった．異常所見

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
1 厚生労働省「健康診断結果に基づき事業者が

講ずべき措置に関する指針」

https://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-
11202000-Roudoukijunkyoku-
Kantokuka/shishin.pdf(アクセス日：2021 年 5 月 16
日) 
2 有効求人倍率は，公共職業安定所を通じた職

業紹介の統計から得られる．公共職業紹介の特性

から，この統計には低スキルの求職者と低賃金の

求人が多く登録される傾向にある(田中他，2020)．

のあった者のうち 20.0％は「治療，指導，検査

は受けずに様子を見ている」，5.9％は「何もし

ていない」と回答している．したがって，異常

所見のあった者のうち約 3 割が二次健診を受

診していない． 
先行研究ではがん検診，人間ドック，地域

の基本健診などで，要治療・要再検査となっ

た者が治療や再検査を受診していない理由

を検証している．佐々木(1997)は大腸がん検

診で要精検者が精検を受けていない理由に

ついて，ほぼ半数の 54.1％が「仕事が忙し

い」と回答したことを報告している．宮島他

(2014)では，人間ドックを受診し要治療または

要精密検査と判定された受診者に，再検査を

受けなかった理由を尋ねている．結果は「時

間がない」が最も多かった(42％)．神田他

(2002)では地域の基本健診を受診し，要医療

と判定された者を対象に，要医療の通知後に

医療機関を受診しなかった理由を尋ねてい

る．45.5％が「自覚症状がないから」，次いで

31.8％が「忙しくて時間がないから」と回答して

いた．このように二次検査未受診の理由の多

くは「忙しかった」「業務多忙」といった時間の

制約にあることがわかる． 
本研究では，業務多忙の尺度として労働市

場における需給の逼迫度を示す有効求人倍

率を利用し，職種別有効求人倍率が二次健

診の未受診に与える影響を分析する 23．景気

したがって，必ずしも職種の労働市場全体を代表

するわけではないという制約のもとでの分析とな

る． 
3 マクロ経済状況と健康に関する研究は，膨大な

研究蓄積があり(Ruhm, 2015)，先行研究の多く

は，マクロ経済状況を表す指標として地域別失業

率を用いている．本研究で用いた「中高年者縦断

調査」は，第 1 回調査時点での居住都道府県の

み利用可能であり，都道府県別失業率の経年的

変化を分析で用いることができない． 
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拡大期で人手不足に直面し業務が多忙であ

った想定される期間(2008 年のリーマンショッ

ク前)と，景気悪化局面で人余りが生じて業務

に余裕があったと想定される期間(リーマンシ

ョック後)を分析期間に含めた． 
分析上の留意点として，マクロ経済状況が

健診を受けるか否かの選択や，健康状態その

ものに影響を与えてしまう可能性が挙げられ

る．この場合，労働市場における需給の逼迫

度が二次健診に与える影響の検証結果にサ

ンプルセレクションによるバイアスがかかって

しまう．そのため，最初に職種別有効求人倍

率が健診を受けるか否かの選択や，健診結

果(異常所見の有無)に影響を与えていないこ

とを確認した． 
次に，健診を受診して異常ありと判定され

た者にサンプルを限定し，労働市場における

需給の逼迫度が二次健診の未受診に与える

影響を検証した．異常判定については要治療

の判定を受けた場合と，要再検査の判定を受

けた場合とにわけて分析した．結果，職種別

の有効求人倍率は要治療の判定を受けた後

の二次健診未受診には有意な影響を与えて

いなかったものの，要再検査の判定を受けた

後の二次健診未受診には有意な影響を与え

ていたことが示された． 
 
B．研究方法 
B-1 データ 

厚生労働省『中高年者縦断調査』の個票デ

ータを用いる．この調査は 2005 年 10 月末時

点で 50 歳から 59 歳の男女を対象としてお

り，同一の個人を長期的に追跡するように設

計された縦断調査である．追跡は，前回調査

または前々回調査において協力を得られた

個人を対象としている．調査は，毎年 11 月の

第 1 水曜日に実施される．本報告書では第 1

回(2005 年)から第 9 回(2013 年)調査のデー

タを用いた結果を報告する． 
『中高年者縦断調査』では，本研究の実施

に有用な情報である一次健診の受診有無，

一次健診での異常判定(要治療・要再検査な

ど)の有無，異常判定後の対応(病院に行っ

た，何もしなかった等)のほか，健康状態や雇

用状況といった変数が含まれている． 
本研究では，疾病の早期発見・早期治療の

手段としての二次健診を分析対象としてい

る．そのため，調査時点で医師から慢性疾患

の診断(糖尿病・心臓病・脳卒中・高血圧・脂

質異常症・悪性新生物)を受けたことのある個

人は分析対象から除外した．さらに，業務多

忙が二次健診未受診に与える影響を検証す

ることが目的であるため，調査時点で「働いて

いない」と回答した個人は分析対象から除外

した． 
 
B-2 主要なアウトカム変数 

厚生労働省『中高年者縦断調査』では，健

診に関して 3 項目の質問が用意されている．

第 1 の質問項目は，過去 1 年間(調査前年の

11 月～調査年の 10 月)の一次健診の受診状

況について，受診したか否かを尋ねている．

一次健診を受診した場合，結果とその対応に

ついても尋ねている．表 1 より，分析サンプル

における一次健診の受診割合は 71.4％であ

った． 
第 2 の質問項目は，一次健診の結果につ

いてである．(1)異常なし，(2)治療が必要，(3)
指導を受けることが必要，(4)再検査・精密検

査が必要，と 4 つの選択肢がある．分析サン

プルでは「異常なし」が 67.5％，「治療が必

要」が 6.9％，「指導を受けることが必要」が

10.2％，「再検査・精密検査が必要」が 15.1％
であった．分析のため，異常なし以外の判定
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を受けた場合は 1，それ以外は 0 の異常判定

ダミーを作成した．表 1 より，異常判定を受け

た者の割合は 32.7％であった．また，治療が

必要と判定を受けた場合は 1，それ以外は 0
の要治療ダミーを作成した．さらに，再検査・

精密検査が必要，もしくは，指導を受けること

が必要と判定を受けた場合は 1，それ以外は

0 の要再検査ダミーを作成した． 
第 3 の質問項目は，異常判定を受けた後

の対応である．(1)治療を受けた(受けている)，
(2)指導を受けた(受けている)，(3)検査を受け

た(受けている)，(4)治療，指導，検査は受け

ずに様子をみている，(5)何もしていない(する

つもりはない)，と 5 つの選択肢がある．「治

療，指導，検査は受けずに様子をみている」，

もしくは，「何もしていない(するつもりはない)」
と回答した場合は 1，それ以外は 0 の二次健

診未受診ダミーを作成した．表 1 より，分析サ

ンプルにおいて異常判定を受けた後に二次

健診を受診していない者の割合は 41.9％で

あった． 
 
B-3 主要な説明変数 
労働市場における需給の逼迫度を計測する

ために，本研究では職種別の有効求人倍率

を用いる．調査では，調査前年の 11 月～調

査年の 10 月までの健診について尋ねてい

る．そのため，職種別の有効求人倍率は調査

前年の 11 月～調査年の 10 月までの月別有

効求人倍率の平均値を用いた．職種別有効

求人倍率を用いることで，職種間におけるリー

マンショックを契機とした金融危機の影響度の

違いを利用する． 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
4 職種は 9 種類あり，(1)専門的・技術的な仕事，

(2)管理的な仕事，(3)事務の仕事，(4)販売の仕

事，(5)サービスの仕事，(6)保安の仕事，(7)農林

図 1 では分析期間における各年(前年の

11 月～調査年の 10 月)の職種別有効求人

倍率の平均値を示している．2005 年に有効

求人倍率は 1 を下回り，人余りの状況が示さ

れたものの，2006 年から 2007 年にかけて有

効求人倍率は 1 を超える水準となり人手不足

の傾向が続いた．2008 年からはリーマンショ

ックの影響で有効求人倍率に落ち込みがみら

れた．2010 年に有効求人倍率はもっとも低い

0.45 を示し，2011 年以降に有効求人倍率は

改善傾向を示した． 
 
B-4 実証モデル 

一次健診で異常判定を受けた後の二次健

診未受診と，労働市場における需給の逼迫度

との関連を検証するために，以下のモデルを

最小二乗法により推定する． 
 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁_𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝛼𝛼 + 𝛿𝛿𝑖𝑖 + 𝛾𝛾𝑖𝑖 + 𝜏𝜏𝑖𝑖 +
𝜖𝜖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 (1) 
 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁_𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖は t 年における職種 j の個人 i
が一次健診で異常判定を受けた後に二次健

診を受けたかどうかを示す二値変数である．

二次健診を受けなかった場合は 1，それ以外

は 0 を示す．𝛽𝛽𝑖𝑖𝑖𝑖は本研究の主要な説明変数

である職種別の有効求人倍率を示す．𝛿𝛿𝑖𝑖は個

人の固定効果，𝛾𝛾𝑖𝑖は職種の固定効果 4，𝜏𝜏𝑖𝑖は
年の固定効果である．𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖は個人属性であり，

年齢と年齢の二乗を調整している．𝜖𝜖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖は誤

差項である．関心のあるパラメータはβであ

る．有効求人倍率が 1 ポイント上昇した場合

の二次健診の未受診確率を示す． 
 
C．研究結果 

漁業の仕事，(8)運輸・通信の仕事，(9)生産工程・労務

作業の仕事，である． 
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C-1 労働市場における需給の逼迫度が一

次健診の受診有無に与えた影響 

前述の通り，労働市場における需給の逼迫度

は一次健診を受けるかどうかの選択や，健康

状態そのものに影響を与えたかもしれない．

その場合，労働市場における需給の逼迫度

が二次健診に与える影響の検証結果に，サン

プルセレクションによるバイアスがかかってし

まう．そのため，まず労働市場における需給の

逼迫度が一次健診を受けるか否かの選択

や，一次健診の結果に影響を与えていないか

を確認する． 
表2(1)では職種別有効求人倍率が一次健

診の受診有無に与えた影響を検証している．

分析の結果，職種別有効求人倍率が一次健

診を受けるか否かの選択には有意な影響を

与えていないことを確認した． 
 
C-2 労働市場における需給の逼迫度が一

次健診の結果に与えた影響 
表2の(2)～(4)は職種別有効求人倍率が一

次健診の結果である異常判定に与えた影響

を示している．(2)は要治療，もしくは，要再検

査のいずれかの異常判定を受けた場合，(3)
は要治療の判定を受けた場合，(4)は要再検

査の判定を受けた場合をアウトカムとしてい

る．分析の結果，労働市場の逼迫度は一次

健診で異常ありの判定を受ける確率に有意な

影響を与えていないことを確認した． 
 
C-3 労働市場における需給の逼迫度が二次

健診の未受診に与える影響 
次に，職種別の有効求人倍率が異常判定

を受けた後の二次健診の受診有無に与えた

影響をみていく．この分析では，一次健診で

異常判定の通知を受けた者のみを分析対象

としている． 

表3(1)では，要治療，もしくは，要再検査の

いずれかの異常判定を受けた者にサンプル

を限定している．職種別の有効求人倍率と二

次健診未受診との関連をみると，労働市場に

おける需給の逼迫度が二次健診未受診に有

意な影響を与えていないことが示された． 
表3(2)は，健診の結果，要治療と判定を受け

た個人にサンプルを限定して，職種別の有効

求人倍率が二次健診の未受診に与えた影響

を示している．この場合も，労働市場における

需給の逼迫度が二次健診の未受診に有意な

影響を与えていないことが示された． 
表3(3)は，要再検査と判定を受けた個人に

サンプルを限定して，職種別の有効求人倍率

が二次健診の未受診に与えた影響を示して

いる．分析の結果，職種別の有効求人倍率が

高いほど，つまり，人手不足感が高まるほど要

再検査の判定を受けても二次健診を受けて

いない傾向にあることが示された． 
 
D．考察／E．結論 
本研究では，厚生労働省『中高年者縦断

調査』の個票データを用いて，職種別の有効

求人倍率で計測した労働市場における需給

の逼迫度が一次健診で異常判定を受けた後

の二次健診未受診に与える影響を検証した．

分析の結果，職種別の有効求人倍率が高い

ほど，つまり人手不足感が高まり仕事が忙しく

なるほど，一次健診で要再検査と判定された

後に二次健診を受診しない傾向が示された．

一方で，職種別の有効求人倍率は健診で要

治療と判定された後の二次健診の受診には

影響を与えていなかった．要再検査は要治療

とくらべると明確に疾患の存在を示すもので

はない．要再検者に緊急性がないと判断され

て，仕事が忙しい時期には二次健診を受診し

ない選択がなされたのかもしれない．人間ドッ
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クについて，がんなどの重篤な疾病に関連す

る検査項目については進んで二次検査を受

けるものの，自覚症状のない生活習慣病関連

の項目については二次検査の受診率は低い

傾向にあることが報告されており(和田他，

2012)，本研究の結果は，先行研究と一致した

ものと考えられる． 
研究の次の段階として，第 1 に，より長期の

データを利用して結果の頑健性を確認する．

第 2 に，仕事の忙しさにより二次健診が未受

診となる者の年齢・性別などの個人属性，就

業形態や労働時間などの雇用状況を明らか

にすることで，二次健診の未受診者を減らす

ためにどのようなアプローチが可能かを検討

する．第 3 に，仕事の忙しさにより二次健診が

未受診となったことが，一次健診の受診から 5
年後の慢性疾患や医療費，外来治療や入院

治療に与える影響を検証していく予定であ

る． 
 
F．健康危険情報 
特に無し． 
 
G. 研究発表 
1．論文発表 
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2．学会発表 
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H．知的財産権の出願・登録状況(予定を含

む) 
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2．実用新案登録 

特に無し． 
 
3．その他 
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図 1：分析期間における職種別有効求人倍率の平均値 

 
出所：厚生労働省「職業安定業務統計(一般職業紹介状況)」を利用して各年(前年の 11 月～調査

年の 10 月)の職種別有効求人倍率(パートタイムを含む常用)の平均値を計算した． 
 
 
 
表 1：記述統計量 

変数 観測値数 平均 標準偏差 最小値 最大値 

      

一次健診受診ダミー 80,619 0.714 0.451 0 1 
異常判定ダミー 57,597 0.327 0.469 0 1 

要治療ダミー 57,597 0.069 0.253 0 1 
要再検査ダミー 57,597 0.258 0.437 0 1 

二次健診未受診ダミー 18,711 0.419 0.493 0 1 
要治療で二次健診未受診ダミー 3950 0.223 0.416 0 1 

  要再検査で二次健診未受診ダミー 14761 0.472 0.499 0 1 
職種別の有効求人倍率 80,619 1.107 0.604 0.175 4.335 
年齢 80,619 57.379 3.657 50 68 
女性ダミー 80,619 0.554 0.497 0 1 
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表 2：労働市場における需給の逼迫度と一次健診の受診，一次健診の結果(異常判定)との関係 

  

一次健診 

受診あり 

 

一次健診受診者における 

異常判定あり 

 

 要治療／ 

要再検査 

要治療 要再検査 

  (1) (2) (3) (4) 
職種別の有効求人倍率 0.0002 -0.012 -0.00006 -0.012 

 (0.010) (0.014) (0.007) (0.014) 
個人属性 ✓ ✓ ✓ ✓ 
職種ダミー ✓ ✓ ✓ ✓ 
年ダミー ✓ ✓ ✓ ✓ 
個人の固定効果 ✓ ✓ ✓ ✓ 
被説明変数の平均値 0.714 0.327 0.069 0.258 
観測値数 80,619 57,597 57,597 57,597 
R squared 0.005 0.005 0.0008 0.004 

注：括弧の中は同一個人内での相関を許した clustering robust standard error である．***, **, *はそ

れぞれ 1，5，10％で統計的に有意であることを示す．個人属性は年齢，年齢二乗を含む． 
 
 
 
表 3：異常判定あり者に限定した労働市場における需給の逼迫度と二次健診未受診との関係 

 

要治療／ 

要再検査判定後 

二次健診未受診 

 

要治療判定後 

二次健診未受診 

 

要再検査判定後 

二次健診未受診 

  (1) (2) (3) 
職種別の有効求人倍率 0.047 -0.071 0.089** 

 (0.032) (0.067) (0.038) 
個人属性 ✓ ✓ ✓ 
職種ダミー ✓ ✓ ✓ 
年ダミー ✓ ✓ ✓ 
個人の固定効果 ✓ ✓ ✓ 
被説明変数の平均値 0.419 0.223 0.472 
観測値数 18,711 3,950 14,761 
R squared 0.002 0.006 0.004 

注：括弧の中は同一個人内での相関を許した clustering robust standard error である．***, **, *はそ

れぞれ 1，5，10％で統計的に有意であることを示す．個人属性は年齢，年齢二乗を含む． 
 
 


